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Ⅰ．調査要領 

 

  １．調査目的 

 山陰地域における設備投資動向を把握することを目的に、毎年６月に調査を実施。 

 

  ２．調査方法 

 個別企業に対するアンケート方式により、前年度設備投資実績、当年度および翌年度設

備投資計画について調査。（調査票送付。必要に応じ電話聞き取りなどにより補足。）設

備投資額は原則、工事ベースで把握。 

 

  ３．調査回答期限 

 2026年６月30日（火）を期日として実施。 

 

  ４．調査対象企業 

調査対象企業は、原則として資本金１億円以上の企業（資本金１億円未満の一部企業を

含む。また、金融・保険業を除く）。回答企業数は以下の通りで、このうち山陰地域にお

ける設備投資を回答した企業数は194社である。 

 

※対象地域 全企業（全国） 

   

※山陰地域地元企業   

※鳥取県地元企業 ※島根県地元企業 

対象企業数(A) 9,034社 134社 64社 70社 

回答企業数(B) ※※5,272社 99社 49社 50社 

回答率(B)/(A) 58.4％ 73.9％ 76.6％ 71.4％ 

※対象地域：各地域に本社を置く企業 

※※山陰地域における設備投資を回答した企業数194社はこの内数 

 

５．集計分類基準 

主業基準分類（企業の主たる業種に基づき分類）で集計。 

＜参考＞調査時点と調査対象年度 

 

 対象年度 

調査時点 

 

 

   2025年度    2026年度   2027年度 

   2024年６月    翌年度計画   

   2025年６月    当年度計画   翌年度計画  

   2026年６月    実 績   当年度計画   翌年度計画 

   2027年６月     実 績   当年度計画 

   2028年６月      実 績 
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(3) 2026 年度島根県地元企業の設備投資動向 

島根県地元企業（島根県内に本社を置く企業）の 2026年度設備投資計画は、全産業で 30.5％ 

減少する。 

製造業は、精密機械などで増加するものの、電気機械が影響し、30.7％減少する。 

非製造業は、運輸、サービスなどで増加するものの、卸売・小売などが減少することから、

28.8％減少する。 
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